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TL;DR（要旨） 

本ホワイトペーパーの結論を3行で示す。 

 
• 「AI Native Company」は実在する現象だが、語られる数字の多くは「平均」ではな
く「最良ケース」または「可能性」であり、売り手のインセンティブに歪められて

いる。Garry Tanの「6人で売上10M（約15億円）」は平均値ではなく選ばれた事例
であり、「1000x engineer」は理論上の上限値の修辞である。 

• エンタープライズ全体で見るとROIはほとんど出ていない。経営層の97%が個人の
便益を実感する一方、組織として有意なROIを得たのは29%のみ（Writer社調査、
2026年）。MITは「パイロットの約95%がP&Lインパクトゼロ」と報告する。最も
誠実な論者であるAndrej Karpathy自身が「frontier modelにマニュアルは付いてこな
い」と手探りであることを公言している。 

• したがって唯一合理的な戦略は「正しい方法で実験すること」である。「検証可能
な業務から」「1人で2名分の価値」という閾値を基準に小さく速く測定する。2040
年に約1,100万人の労働力不足が構造的に確定している日本では、この実験の経済合
理性は特に高い。 

 

  



第1章 各論者が語る「AI Native Company」を整

理する 
「AI Native Company（AIネイティブ企業）」という言葉は2025年後半から2026年にかけて
シリコンバレーの中心的な語彙になった。しかし誰が・どんな根拠で・どんな立場から語っ

ているかを切り分けると、主張の「硬さ」は大きく異なる。以下、6名の論者を「主張」
「根拠」「インセンティブ」「誠実度」の4軸で整理する。 

 

1-1 論者サマリー 

論者 中心的主張 根拠の硬さ インセンティブ 誠実度 

Garry Tan
（YC） 

6人で15億円・週
10%成長 

成長率は平均値、少

人数高収益は最良事

例 

YCの出願数・バリュ
エーション 

中 

Diana Hu
（YC） 

AIをOSに・1000〜
10,000x 

観察ベース・上限値

の修辞 
YCの利害・token消
費の是認 

中 

Dorsey & Botha 中間管理職は不要 歴史考察は精緻、現

場証言と乖離 
リストラ正当化・投

資テーゼ補強 
低〜中 

Satya Nadella 全社がAI native化 抽象的ビジョン中心 Azure/Copilot/OpenAI
収益 

中 

Andrej Karpathy 検証可能性が自動化

を決める 
失敗例・限界も開

示・反証可能な主張 
元々誠実な発信者。

ただし2026年5月に
Anthropic入社※ 

高→注意 

a16z（Strange
等） 

copilotからagent
へ・FDEが鍵 

投資先の自己申告 ポートフォリオ・人

材・ブランド 
中 

 

1-2 Garry Tan（Y Combinator President & CEO） 

【主張】AIによって「ゼロから年間売上1,000万ドル（約15億円）を、10人未満で、12か月
以内に達成できる」。 

【根拠と正確な言い回し】Tanの発言は「can hit」（できる）という可能性の表現であり、
平均値でも中央値でもない。「直近3バッチが平均週10%成長」は平均値として明言してい
るが、「6人で15億円」は最良事例の存在証明である。YC自身も「スーパーユーザーの5倍
生産性」を全ユーザーの数字として語る傾向がある。 



 
図：AI Nativeを語る全プレイヤーのインセンティブ構造 

【インセンティブ】YCは年間数百社に出資し、ポートフォリオの累積時価総額は8,000億ド
ル超。「少人数・高収益」の物語はYCの出願数・バリュエーション・ブランド価値を直接
押し上げる。 

⚠ 「6人で15億円」は平均ではなく最良ケースの存在証明。母集団全体の中央値で
はない。 

 

1-3 Diana Hu（Y Combinator Group Partner） 

【主張】AIはあなたの会社が使うツールではなく、会社がその上で動くオペレーティングシ
ステムであるべきと説く。組織をopen-loop（測定されない・断片的）からclosed-loop
（queryable）に作り替えることで10x〜10,000xの生産性を得られると主張する。 

【「3ヶ月でバッチ全体が3倍成長」の確認】本調査ではHu本人が「3か月でバッチ全体が3
倍成長」と述べた一次ソースを確認できなかった。Garry Tanの「週10%×12週≒3.1倍」の
計算値がこの言説の出所である可能性が高いが確証はない。この数字は未確認である。 

【根拠】制御理論の「フィードバックループ」の比喩と、YCポートフォリオ企業の観察ベ
ースの主張。ランダム化比較実験ではない。 

 

1-4 Jack Dorsey & Roelof Botha（Block CEO・Sequoia） 

エッセイ「From Hierarchy to Intelligence」（2026年3月31日）はJack DorseyとRoelof 
Bothaの共著。「企業の階層構造は2,000年前のローマ軍に起源を持つ情報ルーティング・
プロトコルに過ぎず、AIがその機能を代替できる今、中間管理職は不要になる」と主張。 



【発表タイミングと大規模リストラの関係】Blockは2026年2月26日に全従業員の約40%に
あたる約4,000人の削減を発表。エッセイはその約1か月後の3月31日に公開された。大規模
リストラが先、組織論エッセイが後、という時系列は重要である。 

複数のメディアおよびBlock株主提案が「これは大量解雇の事後的正当化ではないか」との
批判を記録。現・元Block従業員はGuardianに「AI生成コードの約95%は依然人間の修正を
要する」と証言している。 

⚠ 「リストラ（2月）→AIネイティブ組織論（3月）」の時系列。大規模削減の正当
化として機能している可能性がある。 

 

1-5 Satya Nadella（Microsoft CEO） 

【主張】AIは「cognitive amplifier（認知の増幅器）」であり「access to infinite minds（無
限の知性へのアクセス）」を与える。すべての企業が自前の「AI native capabilities」を構
築すべきと説く（World Economic Forum 2026、X投稿）。 

【未確認事項】「全社員がICになる」という一般論の一次ソースは確認できなかった。確認
できたのは特定のMicrosoft幹部の配置転換事例のみ。 

【インセンティブ】MicrosoftはAzure・Copilot・OpenAIへの出資を通じ、企業のAI移行が
進むほど直接収益が増える構造にある。「すべての企業がAI nativeになるべき」という物語
の最大受益者である。 

 

1-6 Andrej Karpathy（OpenAI共同創業者・元Tesla AI責任者・

Eureka Labs創業者） 

Sequoia AI Ascent 2026（2026年4月）での発言は、他の論者の中で最も誠実度が高い。核
心は3点。 

(1) December 2025が明確な転換点——それまでhelpful autocompleteだったコーディングエ
ージェントが、大規模コードベースで修正不要なまとまったコードを生むようになった。

Karpathyは「AIの進化についていけていない気すら感じている」と述べた。 

(2) 「vibe coding vs agentic engineering」——「vibe coding（誰でも記述で作れる）は床を
上げる。agentic engineering（品質を保ちながらエージェントを統御する専門規律）は天井
を上げる」。 

(3) verifiabilityフレームワーク——従来のコンピュータはコードで記述できることを自動化
した。LLMは検証できることを自動化する。数学・コードのように検証報酬が与えやすい領
域でモデルは突出し、そうでない領域では基本的なミスをする（jagged intelligence）。 

「frontier modelにはマニュアルが付いてこない。それらはpretraining mixtures、
RL environments、benchmark pressure...のアーティファクトだ」——Karpathy, 
Sequoia AI Ascent 2026 

【誠実度が高い理由】(a) 自身の失敗例（MenuGenの決済バグ）を具体的に開示する。(b) 
AIの限界（jaggedness）を率直に語る。(c) 売上に直結する立場ではなく、反証可能な主張
をする。 



【注意】Karpathyは2026年5月にAnthropicに入社した。元々誠実な情報発信者として知られ
るが、今後はAnthropicの利益に沿ったポジショントークが増える可能性があり、発言の文
脈には注意が必要になる。 

 

1-7 a16z（Andreessen Horowitz、Angela Strange等） 

a16zのGeneral Partner Angela Strangeらは、ポッドキャスト「From Copilots to Agents: 
Rebuilding the Company Around AI」でKavakの事例を取り上げた。KavakはAIエージェン
トへの移行で「顧客対応の90〜95%をAIエージェントが処理」「移行期に1年間横ばいを耐
えた後に4倍成長」したという（投資先自己申告）。 

【a16z FDE Fellowship（2026年）】a16zはForward Deployed Engineerの育成コミュニテ
ィ「FDE Fellowship」を立ち上げた（2026年6月26日応募締切、7月開始、8週間、サンフラ
ンシスコ）。参加企業はCursor・Snowflake・Google・Rippling・ElevenLabs・Harvey等、
大半がa16z投資先。「AIネイティブ・エンタープライズの設計図はまだ描かれている最中
（We're still uncovering the blueprint）」と公式に認める。 

【インセンティブ】FDEという概念の定義者になることで、(a) 投資先（FDEを多用するエ
ージェント企業）の価値向上、(b) FDE人材の囲い込み、(c) a16zのブランド確立、という
三重の利益を得る。 

 

  



第2章 現状の謳い文句のどこがいんちきか 
語り手たちの輝かしい物語と、組織全体の実測データの間には大きな溝がある。 

 

2-1 エンタープライズAI ROIの実態データ 

指標 数字 出典・発行日 

経営層が個人レベルでAIの便益を実
感 

97% Writer「AI Adoption in the Enterprise」
2026年4月7日 

組織として有意なROI（生成AI） 29% 同上 

組織として有意なROI（AIエージェン
ト） 

23% 同上 

「AI導入は大きな失望だった」 48% 同上 

AI戦略は実質より見せかけと認める
経営層 

75% 同上 

パイロットがP&Lインパクトを生ま
なかった割合 

約95% MIT NANDA「The GenAI Divide」2025
年7月 

AIエージェントを既に展開済みの組
織 

17% Gartner「2026 Hype Cycle for Agentic 
AI」 

2年以内に展開予定の組織 60%超 同上 

2027年末までに中止されるagentic AI
プロジェクト 

40%超 Gartner 

出典：Writer社調査：米英など6か国2,400名（C-suite 1,200名＋従業員1,200名）、2025年12月〜2026年1
月実施 

 



図：個人の実感（97%）vs 組織のROI（29%）の乖離（Writer社調査 2026年） 

個人の生産性向上（97%が実感）が組織のP&Lに変換されていない——これが「AI 
Native」をめぐる最大の矛盾である。 

 

2-2 「速くなった気がするが実際は遅い」——METRの衝撃的な発見 

エンタープライズROIが出ない構造的メカニズムを説明する重要な発見がある。METR
（2025年7月）によるランダム化比較研究の結果だ。 

 

研究 設計 結果 

GitHub Copilot研
究（2023年） 

95名の開発者・標準HTTPサーバ実装
タスク 

Copilot群：約+55%高速。統計的に有意
（P=.0017） 

METR研究
（2025年） 

16名の熟練OSS開発者・自分が5年保
守したリポジトリ・246タスク・
Cursor Pro+Claude 3.5/3.7 

開発者予測：24%速くなる→実測：19%
遅くなった 

出典：GitHub Copilot: Peng et al., arXiv:2302.06590（2023年）／METR: arXiv:2507.09089（2025年7月） 

 

METRの原文は「developers forecast that allowing AI will reduce completion time by 24%... 
estimate that allowing AI reduced completion time by 20%... we find that allowing AI actually 
increases completion time by 19%」と記している。 

「速くなった」と感じるが実際は遅い。この知覚と実測のギャップが、97%が個人
の効果を感じるのに組織ROIは29%しか出ない矛盾のメカニズムである。AIが自己
欺瞞を組織的に生み出す可能性がある。 

 
図：METR研究（2025年）——予測・感覚・実測の乖離 

 

2-3 「生産性は上がるが人は減らない」——金融大手の実例 



「AIで生産性が上がった」と発表しながら、人件費・人員はむしろ増えている事例が実デー
タで確認できる。 

• JPMorgan Chase：「AI利用領域の生産性は3%から6%に上昇」と発表。一方で総従
業員数はこの期間に2,000人増加し、技術予算は約170億ドル→約180億ドルに拡大
（Fortune, 2025年12月23日）。 

• Bank of America：2025年第3四半期末の従業員数は前年同期比でわずか4人少ないだ
けで実質横ばい。AIアシスタント「Erica」は累計25億件超の顧客対応を処理した
が、人員削減には直結していない。 

 
Blockのような「AIを理由とした40%削減」はむしろ例外であり、規制産業の大企業では
「生産性向上の発表」と「人員維持・微増」が併存している。生産性向上が即コスト削減に

変換されるという物語は実証されていない。 

 

2-4 「6人で15億円」の正確な出所 

企業 従業員数 売上/ARR 1人あたり売上 

Midjourney 約107〜163人（2025
年） 

約5億ドル（前年比
+66.7%） 

約460〜500万ドル（約7億
円） 

Cursor
（Anysphere） 

約12〜20人（$100M 
ARR達成時） 

$1M→$100M ARRを12
か月 

—（成長速度が指標） 

Salesforce（参
考） 

約70,000人（2025年） 約380億ドル 約54万ドル（約8,000万
円） 

出典：Midjourney: GetLatka・業界統計 2025-2026 ／ Cursor: 業界報道 2025 ／ Salesforce: 有価証券報告書 

 

これらは「AIネイティブ企業の最良ケース」であって平均ではない。Midjourneyは画像生成
という極めて検証可能・スケール可能な単一プロダクトで、100%課金ユーザーという特殊
な構造を持つ。「6人で15億円」をあらゆる業種の標準像として語ることは生存者バイアス
そのものである。 

 

2-5 語る人のインセンティブ構造 

「AIネイティブ」を語る声の多くは、それを売る立場にある。 

誰が語るか インセンティブ 

YC（Gary Tan） 優秀な創業者を集める・ポートフォリオの価値を上げる 

Jack Dorsey（Block） 40%リストラ（2月）の1か月後にエッセイ（3月）→正当化の動機 

Sequoia（Botha） 投資先企業の価値を守る・AI投資ナラティブを維持する 

OpenAI/Anthropic エンタープライズAI契約を拡大する 



誰が語るか インセンティブ 

Deloitte・McKinsey 「AI変革」コンサルティングを高額で売る。市場2025年約110億ドル
→2035年約910億ドル予測 

a16z 投資先価値・FDE人材囲い込み・ブランド確立の三重利益 
 

  



第3章 これがこうなれば本物になる 
 

3-1 「1人で2名分の価値」という閾値 

「AIネイティブ」が誇大広告か本物かを分ける実用的な閾値として「1人で2名分の価値
（生産性2倍）」を提案する。これは著者の経験値に基づく提案であり、業界のコンセンサ
スではない点を明記しておく。 

ただし文脈によって数字は大きく異なる。大組織・複雑な既存コードベースの保守であれば

METR研究が示す通りマイナスになりうる。一方でスタートアップの創業者が、他人のため
ではなく自分・自社のプロダクトのためにゼロから書く場合は話が全く異なる。著者の個人

的な体感では、このケースはすでに100Xに達している。同じ「ソフトウェア開発」でも、
誰が・何のために・どんなコードを書くかで乗数は桁違いに変わる。 

生産性が2倍になれば何が変わるか。 

• 10人でやっていた仕事を5人でできる 
• 採用が追いつかない局面でも事業を拡張できる 
• 2040年の労働力不足を構造的に吸収できる 

 

「1人で2名分の価値が出せないとWowはない」——これが「AIネイティブ化」の合
否を判定する唯一の実用的な閾値である。 

 

3-2 業務タイプ別の現実的な生産性乗数 

業務タイプ 実証されている乗数 根拠・留保 

ソフトウェア開発

（新規・定型） 
+55%（Copilot研究） 標準タスク・新規コードベースで有効。熟練者×複雑コ

ードは逆に−19%（METR） 

定型知識処理（議

事録・データ整

理・契約ドラフ

ト） 

高（明確な倍率デー

タなし） 
検証可能性が高い領域。ただし「80%代替」は推計で
あり実測ではない 

専門職業務（法

務・会計・医療） 
中（部分タスクで効

果） 
規制・責任の観点から自動化は限定的。最終判断は人

間に残る 

営業・顧客関係構

築（定型対応） 
中〜高（Kavak：90
〜95%をエージェン
ト化と主張） 

自己申告。信頼・交渉の核心部分は人間に残る 

複雑な判断・交

渉・意思決定 
低 Karpathyの「jagged intelligence」。検証不能領域では

モデルが基本的ミスをする 
出典：Copilot: Peng et al. arXiv:2302.06590 ／ METR: arXiv:2507.09089 ／ Kavak: a16z投資先自己申告 

 



3-3 Karpathyの「verifiability」フレームワーク 

 
図：Karpathyの検証可能性スペクトラム（Sequoia AI Ascent 2026より） 

Karpathyの最も実践的な貢献は「何が自動化されるかを予測するフレームワーク」の提供
だ。 

タスクの出力を人間を介さずに検証できるか——これがYESなら、その業務は今すぐ、ある
いは間もなく自動化される。NOなら、判断の連鎖に人間が残る。数学・コードは検証報酬
（RL環境）を作りやすく、モデルがそこで突出する。ほとんど何でも最終的には検証可能
になる。検証可能性は自動化の順序を決めるだけだというKarpathyの言葉は、終末論ではな
く、どの業務から実験すべきかの優先順位を与える実務フレームワークとして読むべきだ。 

 

3-4 「1人で2名分」が実現した場合の日本固有インパクト 

日本では、この閾値の達成は欧米以上に死活的な意味を持つ。 

時点 労働力不足数 特に深刻な業種 

2030年 約341万人不足 介護・物流・建設が先行して深刻化 

2040年 約1,100万人不足 介護25.2%・ドライバー24.1%・建設22.0%不足（各業
種の必要数比） 

出典：リクルートワークス研究所「未来予測2040 労働供給制約社会がやってくる」2023年3月 
 
ただし、日本固有の「残酷なミスマッチ」が存在する。労働力不足が最も深刻な業種（介

護・物流・建設）は、Karpathyのフレームワークで見ると「最もAIが効きにくい業種」でも
ある——身体介助・運転・現場作業は検証不能領域。 

ただし間接的な貢献経路はある。AIがホワイトカラーの仕事を代替することで、そこから解
放された労働力が介護・物流・建設へ流れる「労働力の再配置」が起きる。ただし、スキル

のミスマッチ・時間軸のズレ・賃金水準の乖離という摩擦があるため「自動的に解決する」

ではなく「間接的に貢献しうる」が正確な表現だ。 

 



第4章 なぜ今実験することが唯一合理的な答えか 
 

4-1 シリコンバレー自身が実験中という証拠 

「AIネイティブ企業」の最も誠実な要約は「シリコンバレーも含めて、まだ誰も完成した答
えを持っていない」である。 

• Karpathy：「frontier modelにはマニュアルが付いてこない」。最も技術に近い人物
が、手探りであることを公言している。 

• Dorsey & Botha：エッセイ自身が「Blockはこの移行の初期段階にある。機能する前
に壊れる部分もあるだろう（parts of it will likely break before they work）」と認めて
いる。 

• a16z：「AIネイティブ・エンタープライズの設計図はまだ描かれている最中（We're 
still uncovering the blueprint）」と公式に述べている。 

• Gartner：「2027年末までにagentic AIプロジェクトの40%超が中止される」と予
測。 

 
つまり、「ベンダーの言う通りに全社をAIネイティブに作り替える」のも、「様子見で何も
しない」のも、どちらも非合理である。前者は未確立の設計図に賭ける博打であり、後者は

2040年の労働制約社会で競争力を失うリスクを取ることになる。 

 

4-2 なぜ「今」なのか——4つの理由 

理由1：組織学習は買えない・時間がかかる 
「どの業務が検証可能か」は試してみないとわからない。そのノウハウの蓄積に6〜18か月
かかる。競合が先に始めれば、後から同じ答えを出すのに同じ時間がかかる。今の遅れは後

で取り返せない性質のものだ。 

 

理由2：ツールが閾値を越えた（Karpathy's December 2025） 
2025年12月以前は「実験しても修正コストが高く学びにくかった」。今は修正頻度が激減
し、実験のシグナルが明確になった。「今やっと実験が成立する環境になった」タイミング

での実験開始は、過去のどの時点よりも学習コスト対効果が高い。 

 

理由3：「1人で2名分」の答えは実験した人しか手に入らない 
誰もまだ証明していない。証明できた組織が先行者利益を独占する。そして証明の過程で構

築した組織能力そのものが差別化になる。研究論文を読んでいるだけでは手に入らない。 

 



理由4：日本固有——2040年の労働制約は待ってくれない 
2040年まで14年。組織的なAI活用能力の構築に3〜5年かかるとすれば、2035年から始める
のでは間に合わない可能性がある。2040年の労働制約社会に備えた実験を今始める経済合
理性は、日本企業にとって特に高い。 

 

留保・注意事項 

本ホワイトペーパーに含まれる主要な留保を明示する。 

• 未確認の数字：(1) Diana Huの「3か月でバッチ全体が3倍成長」の一次ソースは確
認できなかった。(2) Nadellaが「全社員がICになる」と一般論として述べた一次ソ
ースは未確認。(3) Karpathy本人がSequoiaで「1000x engineer」という語を主張と
して用いた記録は未確認。 

• 出典の性質：Midjourney/Cursorの1人あたり売上、Kavakの「90〜95%」はいずれも
自己申告または業界統計（二次情報）であり、独立した監査済みデータではない。 

• 利害関係者の声：Karpathyを除く全論者が、AIネイティブの物語から直接的な経済
的利益を得る立場にある。Writer・Gartner・MIT NANDAの調査にもそれぞれのバイ
アスがある。 

• METR研究の限界：16人の熟練OSS開発者という小規模かつ特定条件（自分が平均5
年保守したリポジトリ）であり、新規プロジェクトや経験の浅い開発者には当ては

まらない。METRは2026年2月に後続実験の設計変更を公表しており、最新ツールで
の数値は流動的。 

• 本レポートは2026年5月時点の情報に基づく。AIの能力は不連続な飛躍を見せてお
り、特に業務別生産性乗数は数か月で更新されうる。 

 

──────────────────────────────────────────────────────────── 
発行：株式会社喋ラボ 代表取締役 大橋 功 ｜ 2026年5月 
本ホワイトペーパーは特定のベンダーや実装パスを推奨するものではありません。世界で起きている構造変化を

正確に描写し、日本企業が向き合う選択肢の見取り図を提供することが目的です。 


